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～中小企業が今から始める具体的な取り組み～

企業経営に直結する
2050年カーボンニュートラルへの対応

電力コスト削減と企業価値向上
の両立に向けて
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- ��カウンセラー（��⼤���）

- ���地�温暖��⽌活動��員（知事�嘱）

- 久留⽶�地�温暖��策協���員（���嘱）

- 国内クレジット/カーボンオフセット制度での��の��
 （CO2��量・削減量の算�など）

- ��な電⼒単価協�ノウハウ

����

�的立場

��者��
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㈱B2S代����
�� ��

電⼒データ��と、電⼒���件の���
 ・電⼒��と単価�減協�（共同��）
 ・⾃�発電（�陽�発電・�電池）の共同��

事業��
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お�しする内�

�1��
カーボンニュートラルが�業��に
�える��

�2��
中⼩�業が�り�むべき�体策

�3��
コスト削減を�点としたCO2削減
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(1) 2025年2⽉��決�の3つの重���

(2)カーボンニュートラルがもたらす⼆つの��

 1. 電気料金の��な上昇

 2. 上場�業のCO2��量開⽰義��の流れ

�1��カーボンニュート
ラルが�業��に�える
��
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- 環境対策と経済成⻑の両⽴

- 産業構造の転換/ビジネスチャンス

- 化⽯燃料賦課⾦を償還財源とした
 産業振興のための補助⾦

3. GX（グリーントランスフォ
ーメーション）2040ビジョン

第
2
章

第
1
章

第
3
章

第1章：カーボンニュートラルが企業経営に与える影響

(1)�企業経営に⼤きな影響を与える3つの計画

5

1. 地�温暖��策��

- CO2など温室効果ガスを
  2030年までに46%削減
（2013年⽐：100→54に削減）

- 2035年度⽬標：▲60％
  2040年度⽬標：▲73％
  2050年度⽬標：ネットゼロ

2. エネルギー基���

- 再⽣可能エネルギー⽐率を⼤幅拡⼤
   2020年=約20% 
   ➡ 2030年=36-38%,2040年=4〜5割

- 電気料⾦への影響
   ①再エネ賦課⾦の増加
   ②2028年から化⽯燃料課⾦の導⼊

2025年2⽉��決�の3つの重��� 背�（国�間��・戦略）
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第1章：カーボンニュートラルが企業経営に与える影響

(1)�企業経営に⼤きな影響を与える3つの計画

��貢�だけでない、
�業��⼒としての
カーボンニュートラル

地�温暖�（気��動）を
��に「脱�⽯�料」軸に

各国が�業��
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2025年2⽉��決�の3つの重��� 背�（国�間��・戦略）

出典：経済産業省資料
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7��の�料価�の��と現在の状況

主�国の⼀�エネルギー⾃�率��(2021年)

�易���策としての
カーボンニュートラル

エネルギー��保�としての
カーボンニュートラル

出
典
�
資
源
エ
ネ
ル
ギ
�
庁
資
料

出典：経済産業省資料
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1. 電気料金の確実な上昇

２年で２倍のペースで拡⼤

2. 企業間取引への影響

（上場企業における、CO2
排出量開示義務化の流れ）

待ったなしの
経営課題

�1��カーボンニュートラルが�業��に�える��

(2)カーボンニュートラルがもたらす⼆つの��

- コスト��と����の
   �⾯でリスク

- 早期��が��優�性に
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２年で２倍のペースで拡⼤
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✅ 外部要因（自社努力が及ばない）で電気料金は高騰。
　　→円安、地政学リスク（化石燃料高騰）、再エネ賦課金

✅ 2028年からの化石燃料賦課金で、更に高騰の可能性

2010年度比 約92％上昇
（2022年・産業向け）

出典：資源エネルギー庁資料電気料金が【利益】を奪う

✅よりCO2排出量の少ない製品やサービスを購入する傾向。

✅ 取引先のCO2排出量の開示が上場企業の義務になる。
  　削減が競争力に直結。取引先にも削減求める可能性大。

✅ 着手済の競合他社に、取引を代替されるリスクがある。

©2025 B2S株式会社

他社が【売上】を奪う
カーボンニュートラル化に着手済の他社との競争



�1��カーボンニュートラルが�業��に�える��

(2) カーボンニュートラルがもたらす⼆つの��
 1. 電気料金の��な上昇         2. 上場�業のCO2��量開⽰義��の流れ

第
2
章

第
1
章

第
3
章
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2010年度比 約92％上昇
（2022年・産業向け）

出典：資源エネルギー庁資料
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1. 再エネ賦課⾦の増加 2. 化⽯燃料課⾦(2028年〜)

第
2
章

第
1
章

第
3
章

1. 電気料金の��な上昇【２つの主な内�】
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出典：資源エネルギー庁資料 出典：経済産業省資料
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約２倍

1. 再エネ賦課⾦の増加 【背景】
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1. 再エネ賦課⾦の増加
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- 「GX経済移行債」の償還財源として、　
　化石燃料輸入者へ課金（GX推進法）
　➡火力発電のコストアップ
　 （電気料金高騰の可能性大） 

2. 化⽯燃料課⾦（2028年〜）
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金融商品取引法改正予定
(Scope3が必須に。東証
プライム企業以外も）
Scope1,2、および、
Scope3 (取引先の排出量等)

法的義務（時価総額5,000億
円以上企業）

第
2
章

第
1
章

第
3
章

コーポレートガバナン
ス・コード初版

Scope1（燃料燃焼など直接
排出）

自主的努力義務（東証全上場
企業）

コーポレートガバナン
ス・コード改定

Scope1,Scope２（電力など
間接排出）

実質義務化（時価総額1兆円
以上プライム企業）

金融商品取引法改正
（有価証券報告書記載
義務化）

Scope1,2

法的義務（東証プライム全上
場企業）
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2015年 2021年 2023年 2027年

�1��カーボンニュートラルが�業��に�える��

(2) カーボンニュートラルがもたらす⼆つの��
 1. 電気料金の��な上昇     2. 上場�業のCO2��量開⽰義��の流れ

CO２等温室効果ガス排出量の義務化の流れ

中小企業への影響必須

取引先からの情報提供要請
　（排出量の算定、削減計画の提出要請）

  ➡対応できない企業は取引から除外の可能性

©2025 B2S株式会社
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Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

出典：環境省資料

©2025 B2S株式会社



２年で２倍のペースで拡⼤

第
2
章

第
1
章

第
3
章

取引先からの温室
効果ガスの把握、
カーボンユートラル
に向けた協⼒

要請が「あった」
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出典：中小企業白書
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�2��中⼩�業が�り�
むべき�体策

(1) すぐに�められる4つの��策
 （��・��・�料・��）

(2)  ��的アプローチ・ 6つのステップ
（⽬的→�得→知る→測る→減らす→アピール）
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運営の改善

人的管理（過剰・不
要運転の防止）

自動制御（タイマ
ー・センサーなど）

設備の改善

高効率化（空調、照
明など）

工程の合理化（生産
プロセスの改善等）

燃料の改善

例：重油ボイラー
➡ガス(LNG)ボイラー
➡電化(ヒートポンプ)

将来: 水素/合成燃料

調達の改善

自己調達（自家発
電・自家消費）

外部調達の最適化
(単価やCO2排出係数)
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�2��中⼩�業が�り�むべき�体策

(1) すぐに�められる4つの��策（��・��・�料・��）
(2) ��的アプローチ・ 6つのステップ

第
2
章

第
1
章

第
3
章
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第
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章

第
3
章

20

�2��中⼩�業が�り�むべき�体策

(1) すぐに�められる4つの��策（��・��・�料・��）
(2) ��的アプローチ・ 6つのステップ

環境省が勧める３つのステップ 
知る・測る・減らす

実務家⽬線で、３つを追加

① ⽬的の明確化
② 納得感の醸成
⑥ 成果を発信

©2025 B2S株式会社
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おススメのサービス（補助あり・無料など）

｜特におすすめ｜　補助付き省エネ診断　
🔎省エネルギーセンター・省エネお助け隊

｜特におすすめ｜　環境省の動画(無料)

講演者(B2S)提供の無料Eラーニング
（この講演の詳細内容を収録）

人材開発支援助成金を活用(予定)
したEラーニング（準備中）

｜特におすすめ｜　環境省の動画(無料)

©2025 B2S株式会社



第
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第
1
章

第
3
章

該当するステップ 提供者 URL [ ]はYoutubeのタイトル

ステップ３
[知る]現状把握 環境省 [導入編　脱炭素経営を知ろう] 

https://youtu.be/qRtAXaydE2c

ステップ４
[測る]排出量算定 環境省  [算定編　CO2排出量を測ってみよう]

https://youtu.be/j3HID_wdm1k

ステップ５
[減らす]削減対策実施

省エネルギーセンター

省エネお助け隊

https://www.shindan-net.jp/

https://www.shoene-portal.jp/
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｜特におすすめ｜　

©2025 B2S株式会社



�3��コスト削減を�点
としたCO2削減

23
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なぜコスト削減から始めるのか

01
全社的な合意が得やすい
 「環境のため」より
「経費削減」の方が説得力

02
短期的な成果が見えやすい
 投資回収の見通しが立てやすい

持続可能な取り組みになる
 収益に貢献する活動は
継続される

03

24
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B2Sの⽀援サービス
〜コスト削減とCO2削減の両⽴を実現〜

25

『みんなで、電⼒単価協議と再エネ調達』
手間（時間）も条件（単価・料金）も個社でやるより得。

コストだけでなく、CO2も削減！

第
2
章

第
1
章

第
3
章

みんなで電⼒単価協�
電力データ分析に基づく

共同調達

再エネ��サービス
東京都・大阪府などが行う

サービスの民間版。

�典��料Eラーニング
（�⾨�）

この講演の詳細版動画。
社内の意識共有・動機づけ

に活用可能

©2025 B2S株式会社
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サービス導⼊による具体的な効果
〜コスト削減から始める脱炭素経営〜

◆ 電力調達コストの最適化
 契約見直しによる即効性のある削減

◆ 社内での理解促進
 無料Eラーニングによる意識向上

◆ 取引先からの要請への対応
 CO2排出量データの提供体制構築

◆ 継続的なエネルギーコスト管理
 電力市場変動への対応力強化

◆ 取引機会の拡大
 環境対応企業としての評価向上

◆ 企業価値の向上
 金融機関・採用市場での優位性確保

©2025 B2S株式会社
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まとめ
カーボンニュートラル
リスクへの対応
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実践的な対応アプローチ
- ４つの改善（運営・設備・燃料・調達）
- 6つのステップで着実に進める
  （目的→納得→知る→測る→減らす→アピール）

28

避けられない経営課題
- 電気料金の上昇
- 取引先からの環境対応要請

B2Sのサポート
- コスト削減を起点に始める
- 共同調達「みんなで、電力単価協議と再エネ調達」
- 無料Eラーニング

©2025 B2S株式会社



２年で２倍のペースで拡⼤
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✅ 外部要因（自社努力が及ばない）で電気料金は高騰。
　　→円安、地政学リスク（化石燃料高騰）、再エネ賦課金

✅ 2028年からの化石燃料賦課金で、更に高騰の可能性

2010年度比 約92％上昇
（2022年・産業向け）

出典：資源エネルギー庁資料電気料金が【利益】を奪う

✅よりCO2排出量の少ない製品やサービスを購入する傾向。

✅ 取引先のCO2排出量の開示が上場企業の義務になる。
  　削減が競争力に直結。取引先にも削減求める可能性大。

✅ 着手済の競合他社に、取引を代替されるリスクがある。

©2025 B2S株式会社

他社が【売上】を奪う
カーボンニュートラル化に着手済の他社との競争



電化が進み使用量
が増える

( 電気自動車や
ヒートポンプ等 )

単価UP x 電気使用量UP　
＝　電気料金UP

電力会社からの【購入量を減らす】＝ 省エネ

最後に
化石燃料賦課金が課金されるまでに、やっておきたいアクション

30

電気料金の単価
高騰の可能性

電力会社からの【購入を代替する】＝ 再エネ自家消費

©2025 B2S株式会社
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ご清聴ありがとうございました

お問い合わせ
info@b2s.website

www.b2s.website
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